
JP 2018-518276 A 2018.7.12

10

(57)【要約】
【解決手段】本発明は、偏向移動を行うための制御回動
部材(1) と、制御回動部材(1) の回動移動が基部本体(3
) に対して行われ得るように、偏向移動を行うための制
御回動部材(1) が配置されている球先端部(131) を有す
る基部本体(3) とを備えた偏向移動伝達装置に関する。
制御回動部材(1) は、弾性を有するか複数の可動部分か
ら形成されて球先端部(131) の方に向いた内面を有する
内側シェル(111) を有している。球先端部(131) から離
れる方向を向いた内側シェル(111) の外面に少なくとも
１つの押圧体(103) が設けられており、押圧体(103) に
よって、内側シェル(111) は制御回動部材(1) の偏向位
置を固定すべく基部本体(3) に押し付けられ得る。本発
明は、このような偏向移動伝達装置を備えた内視鏡及び
内視鏡湾曲制御装置に更に関する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　偏向移動伝達手段であって、
　偏向移動を行うための制御回動部材(1) と、
　前記制御回動部材(1) の回動移動が基部本体(3) に対して行われ得るように、偏向移動
を行うための前記制御回動部材(1) が配置されている球先端部(131) を有する前記基部本
体(3) と
　を備えており、
　前記制御回動部材(1) は、弾性を有するか複数の可動部分から形成されて前記球先端部
(131) の方に向いた内面を有する内側シェル(111) を有しており、
　前記球先端部(131) から離れる方向を向いた前記内側シェル(111) の外面に少なくとも
１つの押圧体(103) が設けられており、前記押圧体(103) によって、前記内側シェル(111
) は前記制御回動部材(1) の偏向位置を固定すべく前記基部本体(3) に押し付けられ得る
偏向移動伝達手段。
【請求項２】
　前記制御回動部材(1) は非弾性の外側シェル(121) を有しており、
　前記内側シェル(111) と前記外側シェル(121) との間に前記少なくとも１つの押圧体(1
03) が配置されており、前記押圧体(103) によって、前記内側シェル(111) は前記外側シ
ェル(121) に対して前記基部本体(3) に押し付けられ得る請求項１に記載の偏向移動伝達
手段。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの押圧体(103) は前記内側シェル(111) 及び前記外側シェル(121) 
と接し、
　前記外側シェル(121) は、前記少なくとも１つの押圧体(103) を介して前記内側シェル
(111) を前記基部本体(3) に押し付ける位置に移動させるために前記内側シェル(111) に
対して移動可能である請求項２に記載の偏向移動伝達手段。
【請求項４】
　前記内側シェル(111) は、前記球先端部(131) から離れる方向に延びている回動レバー
部分(115) を有しており、
　前記外側シェル(121) は、前記少なくとも１つの押圧体(103) を介して前記内側シェル
(111) を前記基部本体(3) に押し付ける位置に移動させるように前記回動レバー部分(115
) の軸芯の方向に前記内側シェル(111) に対して移動可能である請求項２又は３に記載の
偏向移動伝達手段。
【請求項５】
　前記外側シェル(121) は、前記内側シェル(111) に対して前記回動レバー部分(115) の
軸芯に沿って移動するとき、２つの本質的に安定した端位置を占め、
　第１の端位置は、前記内側シェル(111) が前記基部本体(3) に押し付けられない非押圧
位置に相当し、第２の端位置は、前記内側シェル(111) が前記基部本体(3) に押し付けら
れる押圧位置に相当する請求項４に記載の偏向移動伝達手段。
【請求項６】
　前記少なくとも１つの押圧体(103) は、前記外側シェル(121) の内側及び前記内側シェ
ル(111) の外側に回動可能に支持されているトグルレバー要素(320; 330)を有している請
求項１～５の１つに記載の偏向移動伝達手段。
【請求項７】
　複数の押圧体の前記トグルレバー要素(330) は弾性環(310A)によって一体に連結されて
いる請求項６に記載の偏向移動伝達手段。
【請求項８】
　前記少なくとも１つの押圧体(103) は弾性環(310) を形成している請求項１～６の１つ
に記載の偏向移動伝達手段。
【請求項９】
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　前記制御回動部材(1) は前記偏向移動伝達手段の近位側端部に配置されており、
　偏向する湾曲自在本体(6) が前記偏向移動伝達手段の遠位側端部に配置されており、
　偏向する前記湾曲自在本体(6) を偏向させるための引っ張りワイヤ本体(2) が前記制御
回動部材(1) に嵌合可能であり、
　前記基部部材(3) 及び前記制御回動部材(1) は、偏向する前記湾曲自在本体が通過可能
な内側チャンネル(16, 116) を夫々有している請求項１～８の１つに記載の偏向移動伝達
手段。
【請求項１０】
　請求項１～９の１つに記載の偏向移動伝達手段を備えた内視鏡湾曲制御手段。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の内視鏡湾曲制御手段を備えた内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、制御回動部材による偏向移動を反応部材に伝達する偏向移動伝達手段に関す
る。更に、本発明は内視鏡湾曲制御手段及び内視鏡に関する。
【背景技術】
【０００２】
　このような偏向移動伝達手段は非常に用途が広い。偏向移動伝達手段の用途の一分野は
、カテーテルの湾曲自在な端部、つまり、いわゆる偏向部分を制御回動部材の回動によっ
て移動させる内視鏡であり、偏向部分の移動は制御回動部材の移動を正確にたどる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　内視鏡を使用する診察では、偏向部分の湾曲移動への制御回動部材の回動移動の伝達は
可能な限り正確とすべきである。他方、偏向部分の湾曲移動への制御回動部材の回動移動
の伝達は、オペレータのために容易且つ簡単に実行可能とすべきである。
【０００４】
　検査の間に、カテーテルの湾曲自在な端部、つまり偏向部分の特定の偏向位置を様々な
理由（例えば詳細な検査、サンプリングなど）のためにより長い時間、維持することが求
められる場合がある。偏向部分の特定の偏向位置を維持するために、回動した制御回動部
材の相対位置を固定することが可能である。
【０００５】
　本発明は、改良された偏向移動伝達手段を提供することを目的とする。
【０００６】
　特に、本発明は、回動した制御回動部材の相対位置を特に有利な方法で固定することが
できる偏向移動伝達手段を提供することを目的とする。更に、改良された内視鏡湾曲制御
手段、及び改良された内視鏡を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明によれば、この問題は、請求項１の特徴を有する偏向移動伝達手段によって解決
される。有利な更なる展開例が従属請求項に記載されている。内視鏡湾曲制御手段が請求
項１０に記載されており、内視鏡が請求項１１に記載されている。
【０００８】
　従って、本発明は、偏向移動を行うための制御回動部材と、制御回動部材の回動移動が
基部本体に対して行われ得るように、偏向移動を行うための制御回動部材が配置されてい
る球先端部を有する基部本体とを備えている偏向移動伝達手段に関する。制御回動部材は
、球先端部の方に向いた内面を有する内側シェルを有している。球先端部から離れる方向
を向いた内側シェルの外面に少なくとも１つの押圧体が設けられており、押圧体によって
、内側シェルは、制御回動部材の偏向位置を固定するように基部本体に押し付けられ得る
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。
【０００９】
　内側シェルは、弾性を有するか経線に沿って延びている部分（つまり複数の部分）から
形成されることができ、部分は球先端部に対して移動可能である。
【００１０】
　押圧体は内側シェルに作用し、少なくとも押圧体が作用する内側シェルの領域を球先端
部の方に押し付ける。球先端部の方に押し付けられて球先端部に接する内側シェルの領域
によって、基部本体に対する制御回動部材の現在の相対位置を固定する摩擦ブレーキが形
成される。
【００１１】
　制御回動部材は非弾性の外側シェルを有することができ、内側シェルが外側シェルに対
して基部本体に押し付けられ得る少なくとも１つの押圧体が内側シェルと外側シェルとの
間に配置され得る。
【００１２】
　本明細書では、押圧体は、押圧体が内側シェルを球先端部の方に押し付ける押圧位置と
、押圧体が内側シェルを球先端部の方に押し付けない非押圧位置とを占める。
【００１３】
　従って、押圧体は、内側シェルを球先端部の方に押し付けるために外側シェルに支持さ
れ得る。代替例では、外側シェルで支持される押圧体が内側シェルを球先端部の方に押し
付け得ることが依然として保証される場合、外側シェルは特定の弾性を有し得る。
【００１４】
　押圧体は内側シェル及び外側シェルと接することができ、外側シェルは、押圧体を介し
て内側シェルを基部本体に押し付ける位置に移動させるように内側シェルに対して移動可
能である。
【００１５】
　押圧体はいわば、外側シェルとの接点のための外側ポイントと、内側シェルとの接点の
ための内側ポイントとを有している。押圧体は内側シェル及び／又は外側シェルに形状が
適合するように挿入され得る。押圧体は内側シェル及び／又は外側シェルに一体に連結さ
れ得る。これらの組み合わせが可能である。
【００１６】
　内側シェルは、球先端部から離れる方向に延びている回動レバー部分を有することがで
き、外側シェルは、押圧体を介して内側シェルを基部本体に押し付ける位置に移動させる
ように回動レバー部分の軸芯の方向に内側シェルに対して移動可能である。
【００１７】
　一方では、内側シェルの回動レバー部分は、制御回動部材と共に球先端部に対して移動
可能である、つまり回動可能である。他方では、外側シェルは、内側シェルに対して回動
レバー部分の軸芯の方向に（つまり垂直方向に）移動可能である。接合機構によって、回
動レバー部分の軸芯の方向への内側シェルに対する外側シェルの相対移動が、少なくとも
押圧体が作用する内側シェルの領域の球先端部の方への押圧移動に変換され得る。
【００１８】
　外側シェルは、内側シェルに対して回動レバー部分の軸芯に沿って移動するとき、２つ
の本質的に安定した端位置を占め得る。これらの端位置の内、第１の端位置は、内側シェ
ルが基部本体に押し付けられない非押圧位置に相当し、第２の端位置は、内側シェルが基
部本体に押し付けられる押圧位置に相当する。
【００１９】
　少なくとも１つの押圧体は、外側シェルの内側及び内側シェルの外側に回動可能に支持
されているトグルレバー要素を有してもよい。内側シェルが制御回動部材の偏向位置を固
定すべく基部本体に押し付けられるように、トグルレバー要素は作動可能である。
【００２０】
　複数の押圧体のトグルレバー要素は弾性環によって一体に連結され得る。弾性環は、ト
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グルレバー要素として構成された個々の押圧体を緯線方向に連結し得る。従って、対応す
る押圧体が作用する内側シェルの夫々の部分を基部本体に押し付けるように、複数の押圧
体は、外側シェルの内側と内側シェルの外側との間の様々な箇所で協働して作用し得る。
【００２１】
　少なくとも１つの押圧体は弾性環を形成し得る。押圧体は、外側シェルの内側と内側シ
ェルの外側との間で緯線方向に延びている１つのトグルレバー要素として形成されてもよ
い。
【００２２】
　押圧体は、環状部材と環状部材に一体に形成されているトグルレバー要素とから形成さ
れることができ、環状部材は、内側シェルの方に向いた外側シェルの内面の溝に回動可能
に取り付けられることができ、溝は環状部材の環形状に適合されており、環状部材から離
れる方向を向いたトグルレバー要素の先端が、外側シェルの方に向いた内側シェルの外面
のＶ溝に取り付けられ得る。
【００２３】
　或いは、押圧体は、環状部材と環状部材に一体に形成されているトグルレバー要素とか
ら形成されることができ、環状部材は、外側シェルの方に向いた内側シェルの外面の溝に
回動可能に取り付けられることができ、溝は環状部材の環形状に適合されており、環状部
材から離れる方向を向いたトグルレバー要素の先端が、内側シェルの方に向いた外側シェ
ルの内面のＶ溝に取り付けられ得る。
【００２４】
　トグルレバー要素は、環状部材に一体に形成されている複数のトグルレバー要素部分か
ら形成され得る。トグルレバー要素部分は、互いに間隔を空けて配置されて、環状部材の
内周部に分散している。トグルレバー要素部分は、互いに等間隔を空けて配置されるか、
又は互いに異なる間隔を空けて配置されることが可能である。一実施形態では、トグルレ
バー要素部分間の中間スペースは引っ張りワイヤを通過させるために使用され得る。トグ
ルレバー要素部分間の中間スペースは、外側シェルの溝及び内側シェルの溝と並ぶことが
できる。例えば、押圧体は押圧体の環状部材に１０個のトグルレバー要素部分を有しても
よい。或いは、押圧体は、押圧体の環状部材に例えば４つ、５つ以上又は３つ以下のトグ
ルレバー要素部分を有し得る。押圧体が押圧体の環状部材に１つのトグルレバー要素部分
のみを有することも可能である。
【００２５】
　レバー機構が、球先端部から離れる方向を向いた内側シェルの外面に固定されることが
でき、レバー機構は、内側シェルを基部本体に押し付けるために押圧体を作動させるため
に使用される。この場合、押圧体は内側シェル自体に支持されており、例えばトグルレバ
ーのように、少なくとも押圧体が作用する内側シェルの領域を球先端部の方に押し付ける
ことができる。この場合、押圧体の外側ポイントが接合部又はレバーを介して内側シェル
に支持されているので、押圧体の外側ポイントを外側シェルに支持する必要がない。
【００２６】
　制御回動部材は偏向移動伝達手段の近位側端部に配置されることができ、偏向する湾曲
自在本体が偏向移動伝達手段の遠位側端部に配置されており、偏向する湾曲自在本体を偏
向させるための引っ張りワイヤ本体が制御回動部材に嵌合可能であり、基部部材及び制御
回動部材は夫々、偏向する湾曲自在本体が通過し得る内側チャンネルを有している。
【００２７】
　偏向移動伝達手段は、内側シェルを用いてジョイスティックの内部の球部材上で摩擦要
素として機能する弾性部材を使用する。このように、ジョイスティックとして構成された
制御回動部材の到達する回動位置の固定が基部部材に対して行われる。
【００２８】
　内側シェルは、スリットを有する弾性的に変形可能なベルとして形成されて球先端部上
で摺動し、球先端部に例えばスナップ嵌合で設けられ得る。内側シェルは球先端部に対し
て移動可能である。
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【００２９】
　基部部材に対して制御回動部材の回動位置を停止させるための作動要素は、内側シェル
上で摺動するベルとして形成可能であって内側シェルに対して線形に移動可能な外側シェ
ルであり得る。
【００３０】
　回転対称の環として構成された押圧体によって、制御回動部材の回動位置が基部部材に
対して停止され得る。押圧体は弾性材料から形成されることができ、内側シェルが球先端
部の方に押し付けられる前に円錐状の初期形状を有することができる。押圧体の外側ポイ
ントを押圧体の内側ポイントに対して機械的に移動させることにより、押圧体は２つの安
定した端位置間で回動する。第１の端位置では、押圧体の外側ポイントは押圧体の内側ポ
イントに対して近位側にあり、内側シェルは球先端部の方に押し付けられていない。第２
の端位置では、押圧体の外側ポイントは押圧体の内側ポイントに対して遠位側にあり、内
側シェルは球先端部の方に押し付けられている。押圧体の外側ポイントが、押圧体の内側
ポイントが支持されている内側シェルより弾性が乏しい外側シェルに支持されているので
、外側シェルは更に安定して、内側シェルは、少なくとも押圧体が押し付ける領域に退き
、球先端部の方に押し付けられる。押圧体が接する領域の内側シェルの仮想直径は、押圧
体によって押し付けられると減少する。外側シェルは押圧体によって押し付けられても変
わらない。押圧体の外側ポイント又は外部領域が（外側シェルの内側で）外側シェルの凹
部に組み込まれ得るか、又は関節接合され得る。押圧体の内側ポイント又は内部領域が（
内側シェルの外側で）内側シェルの凹部に組み込まれ得るか、又は関節接合され得る。内
側シェルに対して外側シェルを垂直方向に移動させることによって、弾性環として構成さ
れた押圧体は２つの端位置間で前後にスナップすることができる。
【００３１】
　押圧体を組み込むための凹部は、外側シェルの内側及び内側シェルの外側で押圧体を固
定するための例に過ぎない。押圧体が外側シェルの内側及び内側シェルの外側で接合部と
して機能する更なる実施形態が、本発明の原理を実現するために更に適用され得る。
【００３２】
　押圧体の動作モードはトグルレバーの原理に基づいている。これは、一又は複数の押圧
体が解放された位置で球先端部の赤道面に対して斜めの位置を占めるように、一又は複数
の押圧体は外側シェルと内側シェルとの間に関節接合されているように配置されているこ
とを意味する。外側シェルが移動すると、一又は複数の押圧体が赤道面に移動する。この
位置では、一又は複数の押圧体はより広いスペースを占有するため、弾性の内側シェルを
球先端部に押し付ける。安定して停止させる端位置に到達するように、外側シェルは、（
ど真ん中に相当する）この最大限の押圧位置を僅かに越えて移動することが可能である。
トグルレバーの原理の利点は、トグルレバーの接合部により摩擦がより少なくなり、正弦
移動により非常に高い力がど真ん中で生じ、ど真ん中の直後に、制御回動部材の偏向移動
を停止させて固定するための安定した締付位置にとどまるということである。
【００３３】
　押圧体は、完全な環として構成される必要はない。押圧体は、外側シェルと内側シェル
との間で内側シェルの赤道と平行な仮想線上に設けられた複数の環部分から形成され得る
。押圧体は４つ、５つ以上又は３つ以下の環部分を有し得る。押圧体は１つの環部分のみ
を有してもよい。
【００３４】
　この偏向移動伝達手段では、偏向する湾曲自在本体が、偏向する湾曲自在本体の偏向移
動を制御する制御回動部材と基部本体とを通過し得る。従って、非常に小さいスペースで
偏向部分の湾曲移動の安全且つ簡単な取り扱いを可能にする偏向移動伝達手段が設けられ
ている。偏向移動伝達手段では、内側チャンネルは制御回動部材に同心状に配置されるこ
とができる、及び／又は、内側チャンネルは基部本体に同心状に配置されることができる
。このような構成は、全体として装置の安定性に影響を及ぼさない。更に、制御回動部材
の内側チャンネルは挿入補助として漏斗状挿入開口部を有してもよい。このため、内側チ
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ャンネルを通過する湾曲自在本体を安全に案内することが可能になる。偏向移動伝達手段
では、１本、２本、３本、４本又は５本以上の引っ張りワイヤが設けられてもよく、引っ
張りワイヤの第１の端部が、制御回動部材に互いに等間隔を空けるように関節接合されて
おり、引っ張りワイヤの反対側の第２の端部が、偏向する湾曲自在本体の遠位側端部に対
応して互いに等間隔を空けるように固定されている。
【００３５】
　本発明の特徴は適切に組み合わせられ得る。
【００３６】
　続いて、本発明を実施例によって詳細に記載する。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】本発明が適用され得る偏向移動伝達手段を非偏向状態で示す断面略図である。
【図２】左に偏向したときの、図１の偏向移動伝達手段を示す断面略図である。
【図３】右に偏向したときの、図１の偏向移動伝達手段を示す断面略図である。
【図４】制御回動部材への引っ張りワイヤの取付部分、及び引っ張りワイヤをカテーテル
管に案内する方法の詳細を示す抽出した斜視略図である。
【図５】カテーテル管が偏向移動伝達手段を通過して偏向していない状態の図１の偏向移
動伝達手段を示す断面略図である。
【図６】カテーテル管が偏向移動伝達手段を通過して左に偏向している状態の図１の偏向
移動伝達手段を示す断面略図である。
【図７】カテーテル管が偏向移動伝達手段を通過して右に偏向している状態の図１の偏向
移動伝達手段を示す断面略図である。
【図８】第１実施形態の偏向移動伝達手段を示す斜視図である。
【図９】第１実施形態の偏向移動伝達手段を示す断面略図である。
【図１０】第１実施形態の偏向移動伝達手段を示す断面略図である。
【図１１】第１実施形態の偏向移動伝達手段の押圧体を示す断面略図である。
【図１２】第２実施形態の偏向移動伝達手段の押圧体を示す断面略図である。
【発明を実施するための形態】
【００３８】
　続いて、本発明の実施形態を図面によって詳細に記載する。
【００３９】
一般的な構成
　まず、内視鏡の偏向制御のために内視鏡で使用される偏向移動伝達手段の一般的な構成
を図１～７を用いて詳細に記載する。
【００４０】
　この偏向移動伝達手段は、制御回動部材1 、複数の引っ張りワイヤ2 、基部部材として
の棒要素3 、棒要素ホルダ4 、カテーテル管5 及び偏向部分6 としての湾曲自在本体から
構成されている。
【００４１】
　制御回動部材1 は、制御先端部12を有する中空の円筒状要素から構成されており、制御
先端部12の底部側に中空棒13が中心に配置されており、中空棒は中空球部分11に統合し、
中空球部分11の外面に引っ張りワイヤ2 が固定されている。中空球部分11は制御先端部12
から離れる方向を向いた側で開いている。特に、中空球部分11が球の約9/10を構成して球
の約1/10が切り取られているように中空球部分11の開口部が形成されている。
【００４２】
　制御回動部材1 は回転対称に構成され、先端部12、中空棒13及び中空球部分11を通って
同心状に延びている内側チャンネル16を有している。図１に示されているように、先端部
12では、内側チャンネル16の内径が中空球部分11から離れる方向を向いた先端部12の側に
向かって増加するように内側チャンネル16は延びている。従って、先端部12の内側チャン
ネル16は、図１の内側チャンネル16の左側に示されている漏斗状挿入開口部を有している
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。内側チャンネル16の漏斗状挿入開口部は、内側チャンネル16への偏向部分6 の挿入を容
易にする。
【００４３】
　制御回動部材1 はプラスチック材料から形成されている。
【００４４】
　制御回動部材1 は、棒要素3 の先端部31にジョイスティックとして設けられている。特
に、制御回動部材1 の中空球部分11は、棒要素3 の先端部を形成する対向球部分31に設け
られている。対向球部分31は、対向球部分31上に設けられている中空球部分11が容易に移
動可能である大きさの球形状を有するように形成されている。対向球部分31と中空球部分
11との大きさの関係は、棒要素3 に対する制御回動部材1 の相対移動がオペレータの側で
如何なる努力も無しで可能である一方、中空球部分11が対向球部分31に緩く設けられてい
ないような関係である。
【００４５】
　棒要素3 は長手円筒体32を有しており、長手円筒体32は、遠位側に対向球部分31への移
行部分を形成し、遠位側端部に内部の正方形体として形成され得るねじ端部34を有してい
る。正方形端部34から遠位側に、棒要素3 は、棒要素3 の外側の円筒面に雄ねじ33を有し
ている。棒要素3 は回転対称に構成されており、対向球部分31、長手円筒体32及び正方形
端部34を通って同心状に延びている内側チャンネル35を内側に有している。尚、対向球部
分31、長手円筒体32及び正方形端部34は一体的な棒要素として構成されている。棒要素3 
の長手円筒体32は、棒要素3 に設けられている雄ねじ33を除いて滑らかな外面を有する円
筒体として形成されている。
【００４６】
　内側チャンネル35は、図１の内側チャンネル35の左側に示されている漏斗状挿入開口部
を対向球部分31に有している。内側チャンネル35の漏斗状挿入開口部は、中空球部分11で
内側チャンネル16の出口開口部に対向し、内側チャンネル35への偏向部分6 の挿入を容易
にする。
【００４７】
　図面に示されているように、棒要素3 は棒要素ホルダ4 に設けられている。棒要素ホル
ダ4 は、回転対称に構成されて中心の内側チャンネルを有する円筒体要素42から構成され
ている。円筒体要素42は、制御回動部材1 の方に向いた空洞と、制御回動部材1 から離れ
る方向を向いた棒要素ホルダ4 の側に底部とを特に有している。より正確には、棒要素ホ
ルダ4 の底部は同心の内側チャンネルを有している。雌ねじ41が同心の内側チャンネルに
形成されている。図面に概略的に示されているように、棒要素3の外側の雄ねじ33は、棒
要素ホルダ4の内側の雌ねじ34と螺合しており、ねじり動作によって、棒要素3 が棒要素
ホルダ4 に対して同軸にねじ込まれ、又は外され得る。ねじり移動を行うために、適切な
道具が棒要素3 の正方形端部34に挿入される。本明細書の終わりの「代替例」で記載され
ているように、他の相対移動技術が可能である。
【００４８】
　棒要素ホルダ4 の円筒体要素42は、円筒体要素42の外周側にカテーテル連結要素43を有
している。図面から明らかなように、カテーテル連結要素43は、棒要素ホルダ4 の円筒体
要素42に対して例えば鋭角に延びている。
【００４９】
　特に、カテーテル連結要素43は、円筒体要素42の遠位側の空洞から分岐するチャンネル
を実質的に構成する丸い中空の外形として形成されている。カテーテル連結要素43は円筒
体のように構成されており、円筒体要素42から離れる方向に先細になっている。カテーテ
ル連結要素43は、引っ張りワイヤ2 が案内される同心状のチャンネルを内側に有している
。カテーテル連結要素43は円形の開口部を遠位側端部に有している。
【００５０】
　カテーテル管5 は、カテーテル連結要素43の円形の開口部に取り付けられている。特に
、カテーテル管5 の近位側端部51はカテーテル連結要素43の開口部に設けられている。カ
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テーテル管は、カテーテル管内に収容されている環52を遠位側端部に有している。環52は
、カテーテル管の遠位側端部及び偏向部分6 への移行部分を形成している。
【００５１】
　偏向部分6 は、弾性材料から公知の方法で形成されている湾曲自在本体である。偏向部
分は、偏向部分がカテーテル管5 の環52に連結されている偏向連結部分を近位側端部に有
している。偏向部分は、観察部、レーザ及び／又は観察部などが配置されている偏向キャ
ップ62を遠位側端部に有している。更なる機能ユニットが偏向キャップ62で一体化され得
る。
【００５２】
　図４は、制御回動部材への引っ張りワイヤの取付部分、及び引っ張りワイヤをカテーテ
ル管に案内する方法の詳細を、抽出した斜視略図に示す。更なる明瞭化のために、左前方
の引っ張りワイヤ2 が図４では省略されている。
【００５３】
　図４に示されているように、複数の嵌合凹部14が、中空球部分11の外周面の赤道線上に
設けられている。本実施形態では、４つの嵌合凹部14が中空球部分11に設けられている。
具体的には、嵌合凹部14は、中空球部分11内に形成されて円形の断面と引っ張りワイヤ2 
のバレルニップル21が支持され得る底部とを有する凹部である。嵌合凹部14が形成される
とき、嵌合凹部が中空球部分11の外周面に横方向に開いた止り穴として形成されるように
、中空球部分11は近位側から穴をあけられ得る。本実施形態では、あらゆる他の製造方法
が可能である。例えば、射出成形処理が適用され得る。引っ張りワイヤ2 のバレルニップ
ル21が嵌合凹部14に嵌合するように、嵌合凹部14の外径が選択されている。嵌合凹部14の
底部、つまり嵌合凹部14の遠位側端部に、チャンネル15が引っ張りワイヤ嵌合開口部とし
て形成されており、チャンネルの直径は、引っ張りワイヤ2 の外径より大きいが、引っ張
りワイヤ2 のバレルニップル21の外径より小さい。言い換えれば、引っ張りワイヤ2 のバ
レルニップル21が嵌合され得る（引っ掛けられ得る）ように、嵌合凹部14及び引っ張りワ
イヤ嵌合開口部15は自転車のボーデンケーブル取付具と同様に設けられている。引っ張り
ワイヤ2 の嵌合状態では、バレルニップルは引っ張りワイヤ2 の近位側端部を構成してい
る。
【００５４】
　本実施形態では、４本の引っ張りワイヤ2 が設けられており、引っ張りワイヤの２本、
すなわち引っ張りワイヤ2a及び引っ張りワイヤ2bが図１～３の各々に示されている。引っ
張りワイヤ2 の数は本実施形態では制限されない。１本の引っ張りワイヤ2 、２本、３本
、４本以上の引っ張りワイヤが設けられてもよい。２本以上の引っ張りワイヤ2 が設けら
れている場合、夫々の嵌合凹部14は、中空球部分11の赤道に互いに等間隔を空けて配置さ
れている。
【００５５】
　図４に示されているように、円筒体要素42は円筒体要素の空洞への開口部を近位側端部
、つまり制御回動部材1 の方に向いた端部に有している。近位側表面、つまり制御回動部
材1 の方に向いた引っ張りワイヤ案内環7 の表面が円筒体要素42の近位側の前面、つまり
制御回動部材1 の方に向いた面と同一平面上にあるように、引っ張りワイヤ案内環7 がこ
の開口部に挿入され得る。図４に示されているように、引っ張りワイヤ案内環7 は、引っ
張りワイヤ2 の数と同数の接線方向のスリットを有している。制御回動部材1 、棒要素3 
及び棒要素ホルダ4 の円筒体要素42の共通の軸芯に対して同軸に延びている引っ張りワイ
ヤ案内開口部71がスリットに穿孔されている。より正確には、各嵌合凹部14と制御回動部
材1 の中心軸芯との距離は、引っ張りワイヤ案内孔71と引っ張りワイヤ案内環7 の中心軸
芯との径方向の距離と同一である。
【００５６】
　引っ張りワイヤ2 は、カテーテル管5 及びカテーテル管の環52を通過して、偏向部分6 
の偏向キャップ62に固定されている。特に、引っ張りワイヤ2 が中空球部分11上と同一の
順番で互いに等間隔を空けて配置、つまり固定されているように、引っ張りワイヤ2 は偏
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向キャップ62に固定されている。
【００５７】
　環52は、引っ張りワイヤ案内環7 の構成と対応するように引っ張りワイヤ2 のための開
口部を有している。偏向キャップ62上の固定点から回動部分上の固定点への各引っ張りワ
イヤ2 の長さは常に同一である。
【００５８】
　環52が省略されてもよい。
【００５９】
一般的な機能
　制御回動部材1 はジョイスティックのように作動可能であり、制御回動部材1 の中空球
部分11は棒要素3 の対向球部分31上で移動可能である。従って、棒要素3 に対してジョイ
スティック1 のあらゆる方向への回動処理が可能である。そのため、棒要素3 に対するジ
ョイスティック1 の偏向移動の方向及び範囲は、偏向キャップ62に配置された引っ張りワ
イヤ2 によって湾曲自在本体として構成された偏向部分6 に伝達される。言い換えれば、
図２に示されているように、ジョイスティック1 が棒要素3 に対して左に移動すると、偏
向部分は左への移動を行う。図３に示されているように、ジョイスティック1 が棒要素3 
に対して右に移動すると、偏向部分は右への移動を行う。
【００６０】
　偏向部分6 及び偏向部分6 に隣接したカテーテル管5 の部分が直線上に並んでいるよう
に、制御回動部材1 は、偏向部分6 を挿入する前に直線位置に置かれる。偏向部分6 の（
偏向キャップ62上の）遠位側端部は、制御回動部材1 の内側チャンネル16の漏斗状挿入開
口部に挿入されて、内側チャンネル16を通って進められ、棒要素3 の内側チャンネル35の
漏斗状挿入開口部に挿入され、偏向部分6 が内側チャンネル35の漏斗状挿入開口部の反対
側の内側チャンネル35の出口開口部に位置するまで内側チャンネル35を通って進められる
。
【００６１】
　偏向部分6 が偏向部分の意図した使用位置、つまり偏向部分が偏向移動伝達手段を通っ
て摺動する位置に達すると、偏向部分6 は、制御回動部材1 を所望の方向に所望の範囲ま
で回動させることにより所望の位置に移動させられ得る。ジョイスティックとしての制御
回動部材1 は全ての方向に回動可能であり、従って、偏向部分6 は右及び左に回動可能で
あるだけではなく、全ての方向に回動可能である。
【００６２】
第１実施形態
　第１実施形態が図８～１１に示されている。図８～１０は、第１実施形態の偏向移動伝
達手段の更に詳細な構成を示す。
【００６３】
　図８～１１による第１実施形態の偏向移動伝達手段の後述する構成が、図１～７による
偏向移動伝達手段の一般的な構成に適用され得る。
【００６４】
　本実施形態では、制御回動部材1 は、基部本体3 の近位側で球先端部131 上で摺動する
ベル形状の内側カバー体101 を遠位側に有している。従って、内側カバー体101 は、基部
本体3 の球先端部131 に対して回動可能である。より正確には、内側カバー体101 は、球
先端部131 に設けられているベル形状の内側シェル111 と、内側シェル111 に管部分とし
て取り付けられて球先端部131 から離れる方向に延びている回動レバー部分115 とを有し
ている。内側シェル111 及び回動レバー部分115 は一体に形成されている。図９及び１０
に示されているように、内側シェル111 は一定の肉厚を有する部分的な球面体である。従
って、内側シェル111 は内周面及び外周面を有している。図９及び１０の組み立てられた
状態では、内側シェル111 の内周面は球先端部131 の方を向いており、内側シェル111 の
外周面は球先端部131 から離れる方向に向いている。内側シェル111 の内周面の半径は、
球先端部131 の球形状の外周面の半径より僅かに大きい。
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【００６５】
　図９及び１０から明らかなように、内側シェル111 の部分的な球面体は完全に部分的な
球面体ではなく、遠位側に開いており、回動レバー部分115 を収容するための開口部を近
位側に有している。従って、内側シェル111 は、一定の肉厚を有するほとんど中空の球状
部分又は中空の球状の円盤を形成している。図９及び１０に示されているように、内側シ
ェル111 の遠位側の開口部は、内側シェル111 の部分的な球面体が内側シェル111 の赤道
の遠位側で切り取られているように設けられている。内側シェル111 の極に設けられてい
る近位側の開口部で、パイプとして形成された回動レバー部分115 の遠位側端部が内側シ
ェル111 の内周面を越えて突出しないように、パイプとして形成された回動レバー部分11
5 は挿入されている。
【００６６】
　回動レバー部分115 は内側シェル111 から径方向に延びている。言い換えれば、パイプ
部分として形成された回動レバー部分115 の延ばされた仮想中心線が内側シェル111 の中
心を通って延びている。回動レバー部分115 は円筒パイプとして形成され、内周面及び外
周面を有している。回動レバー部分115 の内周面は内側チャンネル116 を形成している。
回動レバー部分115 の外周面は、後述するスリーブ部分123 のための摺動面を形成してい
る。
【００６７】
　内側シェル111 及び回動レバー部分115 は同一の弾性材料、好ましくは弾性のプラスチ
ック材料から形成され得る。或いは、内側シェル111 及び回動レバー部分115 は異なる材
料から形成され得る。この場合、内側シェル111 は弾性材料、好ましくは弾性のプラスチ
ック材料から構成されており、回動レバー部分115 は、硬い（非弾性）材料、好ましくは
非弾性のプラスチック材料から形成され得る。優先的に、洗浄し易く射出成形可能であっ
て、医療目的に通常使用されるプラスチック材料が使用される。
【００６８】
　内側シェル111 は、経線方向に延びている溝112 を有している。溝112 は内側シェル11
1 の外周面上に形成されており、内側シェル111 の遠位側端部から内側シェル111 の赤道
を越えるまで経線方向に延びている。内側シェル111 の内周面は溝の底部を形成している
。
【００６９】
　本実施形態では、溝112 は、図８に示されているように近位側の開口部の直前、つまり
回動レバー部分115 の直前で終わる。
【００７０】
　本実施形態では、４つの溝112 が設けられている。しかしながら、２つ、３つ又は５つ
以上の溝が同様に設けられ得る。好ましくはないが、１つの溝112 のみを有する構成も可
能である。
【００７１】
　各溝112 の近位側端部に、開口部が引っ張りワイヤ2 の（例えばバレルニップルとして
形成されている）端部保持体のための固定部114 として形成されている。全ての固定部11
4 は内側シェル111 の貫通開口部として設けられている。図４に示されているように、固
定部114 の形状は、例えばバレルニップルとして構成された引っ張りワイヤ2 の適用され
た端部保持体の形状に適合されている。
【００７２】
　固定部114 は貫通開口部である必要はなく、内側シェル111 の外周面に止り穴として構
成されてもよい。
【００７３】
　溝112 は、内側シェル111 の外周面に引っ張りワイヤ本体（不図示）のためのワイヤガ
イドを形成しており、内側シェル111 の外周面に沿って引っ張りワイヤ2 を案内する。
【００７４】
　溝112 の代わりに、内側シェル111 は、経線方向に延びて溝112 と取り換えられるスリ



(12) JP 2018-518276 A 2018.7.12

10

20

30

40

50

ットを有してもよい。従って、スリットは、内側シェル111 の遠位側端部から内側シェル
111 の赤道を越えるまで経線方向に延びている。
【００７５】
　本実施形態では、スリットも、近位側の開口部の直前、つまり回動レバー部分115 の直
前で終わる。言い換えれば、内側シェル111 はスリットによって経線方向に分割されてい
る。
【００７６】
　本実施形態では、４つのスリットが設けられている。しかしながら、２つ、３つ又は５
つ以上のスリットが同様に設けられ得る。１つのスリットのみを有する構成も可能である
。
【００７７】
　スリットによって、内側シェル111 を球先端部131 に弾性的に押し付けることが容易に
なる。
【００７８】
　内側シェル111 が近位方向に引き裂かれて開くことを防ぐ開口部114 が、各スリットの
近位側端部に形成されている。
【００７９】
　開口部114 は、引っ張りワイヤ2 の端部本体のための固定部114 として更に使用され得
る。この場合、全ての開口部114 は内側シェル111 の外周部に止り穴として形成されてお
り、バレルニップルの形状に適合された断面と引っ張りワイヤ2 のバレルニップルが支持
され得る底部とを有する（例えば円形の）凹部を形成している。
【００８０】
　開口部114 の外径は、引っ張りワイヤ2 のバレルニップル21が開口部114 に嵌合するよ
うに選択されている。小さな貫通開口部が開口部114 の底部に形成されており、貫通開口
部の直径は、引っ張りワイヤ2 の外径より大きいが、引っ張りワイヤ2 のバレルニップル
の外径より小さい。
【００８１】
　内側シェル111 は、内側シェル111 の外周面の赤道上にＶ溝113 を有している。後述す
る押圧体103 はＶ溝113 に挿入されている。
【００８２】
　更に、制御回動部材1 は、内側カバー体101 上で摺動するベル形状の外側カバー体102 
を内側カバー体101 の外側に有している。外側カバー体102 は、基部本体3 の球先端部13
1 に対して内側カバー体101 と共に回動可能である。より正確には、外側カバー体102 は
、内側カバー体101 の内側シェル111 を囲むベル形状の外側シェル121 と、外側シェル12
1 にパイプ部分として設けられて球先端部131 から離れる方向に延びているスリーブ部分
123 とを有している。外側シェル121 及びスリーブ部分123 は一体に形成されている。図
９及び１０に示されているように、外側シェル121 は、内側シェル111 と同様に一定の肉
厚を有する部分的な球面体である。従って、外側シェル121 は内周面及び外周面を有して
いる。図９及び１０の組み立てられた状態では、外側シェル121 の内周面は内側シェル11
1 の方を向いており、外側シェル121 の外周面は内側シェル111 から離れる方向に向いて
いる。外側シェル121 の内周面は、内側シェル111 の外周面から所定の範囲、間隔を空け
て配置されている。
【００８３】
　図９及び１０に示されているように、外側シェル121 の部分的な球面体も完全に部分的
な球面体ではなく、遠位側に開いており、スリーブ部分123 に対応する開口部を近位側に
有している。従って、外側シェル121 は、一定の肉厚を有するほとんど中空の球状部分又
は中空の球状の円盤を形成している。図９及び１０に示されているように、外側シェル12
1 の遠位側の開口部は、外側シェル121 の部分的な球面体が外側シェル121 の赤道の遠位
側で切り取られているように設けられている。外側シェル121 の極に設けられている近位
側の開口部で、パイプとして形成されたスリーブ部分123 の遠位側端部が外側シェル121 
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の内周面を越えて突出しないように、パイプとして形成されたスリーブ部分123 は挿入さ
れている。
【００８４】
　スリーブ部分123 は、外側シェル121 から径方向に延びている。パイプ部分として形成
されたスリーブ部分123 の延ばされた仮想中心線が外側シェル121 の中心を通って延びて
いる。スリーブ部分123 は円筒パイプとして形成され、内周面及び外周面を有している。
スリーブ部分123 の内周面は内側チャンネルを形成している。スリーブ部分123 の内側チ
ャンネルの内周面は、回動レバー部分115 の外周面に対して摺動可能である。
【００８５】
　従って、スリーブ部分123 が回動レバー部分115 の外周部上で摺動することにより、外
側カバー体102 が内側カバー体101 に対して移動可能である。外側カバー体102 が内側カ
バー体101 の方に移動すると、回動レバー部分115 に隣接する内側シェル111 の領域が、
外側シェル121 の内周面のための止め具と、内側カバー体101 の方への外側カバー体102 
の移動の終点とを形成している。
【００８６】
　外側カバー体102 が内側カバー体101 に対して回動レバー部分115 の軸芯に沿って移動
すると、２つの本質的に安定した端位置に到達する。これらの端位置の内、第１の端位置
（図９参照）が、内側シェル111 が基部本体3 の球先端部131 に押し付けられない非押圧
位置に相当し、第２の端位置（図１０参照）が、内側シェル111 が球先端部131 に押し付
けられる押圧位置に相当する。
【００８７】
　外側シェル121 から離れる方向を向いたスリーブ部分123 の端部側に、拡径部分124 が
スリーブ部分123 の外周面に設けられており、この拡径部分124 は更に、スリーブ部分12
3 から離れて延びているフランジとして形成され得る。スリーブ部分123 の拡径部分124 
、つまりフランジによって、スリーブ部分123 を把持して内側カバー体101 に対して外側
カバー体102 を移動させることが容易になる。
【００８８】
　外側シェル121 及びスリーブ部分123 は同一の弾性材料、好ましくはプラスチック材料
から形成され得る。或いは、外側シェル121 及びスリーブ部分123 は異なる材料から形成
され得る。外側シェル121 は、硬い（非弾性）材料、好ましくは非弾性のプラスチック材
料から形成されていることが好ましい。洗浄し易く、医療目的のために通常使用される射
出成形可能なプラスチック材料が外側シェル121 及びスリーブ部分123 のために使用され
ていることが好ましい。
【００８９】
　外側シェル121 は、外側シェル121 の内周面の赤道上に環状溝122 を有している。後述
する押圧体103 は環状溝122 に挿入されている。
【００９０】
　図１１は、第１実施形態の偏向移動伝達手段の押圧体103 を示す断面略図である。
【００９１】
　押圧体103 は、環状部材310 と環状部材310 に一体に形成されているトグルレバー要素
320 とから形成されている。トグルレバー要素320 は、環状部材310 から内部に延びてい
る。好ましくは、図１１に示されているように、トグルレバー要素320 は、環状部材310 
から内部に環状部材310 の中心面に沿って垂直方向に、つまり中心に向かって垂直方向に
延びておらず、環状部材310 からのトグルレバー要素320 の延長方向が、環状部材310 の
中心面に対して所定の角度にある。
【００９２】
　環状部材310 は、外側シェル121 の内面に設けられて環状部材310 の環形状に適合され
た環状溝122 に回動可能に設けられている。
【００９３】
　環状部材310 から離れる方向を向いたトグルレバー要素320 の先端が内側シェル111 の
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外面のＶ溝113 に設けられている。
【００９４】
　押圧体103 は２つの端位置間でスナップすることができる。第１の端位置は、押圧体10
3 が内側シェル111 に負荷をかけない位置である。第１の端位置は図１０に示されている
。第２の端位置は、押圧体103 が内側シェル111 に負荷をかける位置である。第２の端位
置は図９及び図１１に示されている。第１の端位置では、トグルレバー要素の先端は第２
の端位置より更に内部に突出しており、異なる方法でこの構成を表現すると、図１１によ
ればR2＜R1である。
【００９５】
特定の機能
　図９は、基部部材3 に対する制御回動部材（ジョイスティック）1 の解除位置、言い換
えれば、球先端部131 に対する内側シェル111 の解除位置を示す。基部部材3 に対する制
御回動部材1 の特定の到達可能な位置では、この回動位置は固定されるものとする。この
間に、外側カバー体102 は、内側カバー体101 に対して下方に、つまり止め具まで遠位方
向に移動する。従って、環状溝122 は、内側シェル111 の外面のＶ溝113 を越えるまで外
側シェル121 の内面で遠位方向に移動する。このように、外側シェル121 の内面に設けら
れて環状部材310 の環形状に適合された環状溝122 に環状部材310 が回動可能に設けられ
ている押圧体103 が、外側シェル121 に対して回動する。従って、この回動の間に、押圧
体103 は、トグルレバーと同様に、環状部材310 から離れる方向を向いたトグルレバー要
素320 の先端が環状部材310 の略中心面にある位置に移動させられる。従って、Ｖ溝113 
が形成されている内側シェル111 の領域が球先端部131 の方に内部に押されて、押圧体10
3 によって球先端部131 で保持される。
【００９６】
　図１０は、基部部材3 に対する制御回動部材1 の固定位置、言い換えれば、球先端部13
1 に対する内側シェル111 の固定位置を示す。
【００９７】
　外側カバー体102 を内側カバー体101 に対して上方に、つまり近位方向に移動させるこ
とによって、外側シェル121 の環状溝122 が内側シェル111 の外面のＶ溝113 を越えるま
で近位方向に移動するので、外側カバー体102 の位置が解除される、つまり外側カバー体
102 の固定が再度解放される。従って、押圧体103 は外側シェル121 に対して向きを変え
る。最終的に、環状部材310 から離れる方向に向いたトグルレバー要素320 の先端が環状
部材310 の中心面に所定の角度で角度を付けて並んでいる位置に押圧体103 は達する。こ
のようにして、Ｖ溝113 が形成されている内側シェル111 の領域に押圧体103 によってか
けられる負荷が減少する。Ｖ溝113 が形成されている内側シェル111 の領域で、内側シェ
ル111 は球先端部131 から離れる方向に移動する。基部部材3 に対する制御回動部材1 の
固定はこのようにして解放される。
【００９８】
第２実施形態
　図１２は、第２実施形態の偏向移動伝達手段の押圧体を示す断面略図である。
【００９９】
　第１実施形態では、押圧体103 は、環状部材310 と環状部材310 に一体に形成されてい
るトグルレバー要素320 とから形成されている。
【０１００】
　第２実施形態では、押圧体103 のトグルレバー要素は、環状部材310Aに一体に形成され
ている複数のトグルレバー要素部分330 から形成されている。トグルレバー要素部分330 
の延長方向は第１実施形態と同一である。個々のトグルレバー要素部分330 は、環状部材
310Aの内周部に等間隔を空けて配置されて内部に向いている。
【０１０１】
　第１実施形態では、押圧体103 は、トグルレバー要素を有するスナップリングとしてい
わば形成されている。第２実施形態では、全てのトグルレバー要素部分330 がスナップす
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る必要なく、トグルレバー要素の部分的な領域、つまり１つのトグルレバー要素部分330 
又は複数のトグルレバー要素部分330 がスナップすることで十分である。
【０１０２】
　トグルレバー要素部分330 の数は制限されることなく、４つ、３つ以下又は５つ以上と
することができる。
【０１０３】
　他の機能は、第１実施形態と同様である。尚、第１実施形態の構成は、押圧体が弾性的
に形成されている場合には不定数のトグルレバー要素部分が設けられているように理解さ
れ得る。
【０１０４】
本発明の利点
　本発明の偏向移動伝達手段は、内側シェル111 を用いてジョイスティックの内部の球要
素上で摩擦要素として機能する弾性部材を使用する。トグルレバー要素を有する押圧体10
3 は弾性環を形成しており、弾性環は、「フロッグクリッカー」、つまりスナップスイッ
チのように内側から外側に向きを変えて内側シェル111 を球先端部131 に押し付けること
によって内側シェル111 を球先端部131 に固定する。従って、基部部材3 に対して制御回
動部材（ジョイスティック）1 が到達する回動位置は容易に且つ安全に固定され得る。
【０１０５】
　本発明は、十二指腸内視鏡として形成された内視鏡に有利に使用され得る。
【０１０６】
　偏向移動伝達手段を製造するコストは、単純な構成により非常に低く維持され得る。偏
向移動伝達手段は単回使用の装置として構成され得る。
【０１０７】
更なる代替例
　バレルニップルの形態の引っ張りワイヤ端部本体が、図８に示されている固定部114 に
嵌合され得る。本発明はバレルニップルに制限されず、引っ張りワイヤ端部本体は公知の
洋梨型ニップルとして形成されてもよく、あらゆる同様のニップルが適用され得る。固定
部114 の形状は、引っ張りワイヤ端部本体の選択された形状に適合され得る。
【０１０８】
　第１実施形態では、図８～１０に示されている内側シェル111 の大きさが、約120 °の
遠位側の開口部を有するように選択されている。
【０１０９】
　本発明はこれに限定されない。内側シェル111 が球先端部131 上で回動移動を行うこと
ができて球先端部131 に押し付けられ得る限り、内側シェル111 のあらゆる中空の球形状
の大きさが選択され得る。内側シェル111 は、赤道線の両側に制御回動部材1 の軸方向に
平行に所定の最小範囲、延びて赤道帯を実質的に形成する中空の球環部分の形状を更に有
し得る。
【０１１０】
　基部部材3 の棒部分132 の外周部に、内側カバー体101 から間隔を空けて配置されて引
っ張りワイヤ2 を含み得るループが、溝112 又は対応するスリットの夫々の仮想延長部分
に設けられ得る。引っ張りワイヤ2 の数と同数のループが設けられており、上述した引っ
張りワイヤ案内環7 と同様のタスクを担う。
【０１１１】
　第１実施形態では、内側シェル111 は内側シェル111 の外周面の赤道上にＶ溝113 を有
しており、外側シェル121 は外側シェル121 の内周面の赤道上に環状溝122 を有している
。本発明の原理は、Ｖ溝113 が赤道から偏移して赤道と平行に延びている構成、及び／又
は環状溝122 が赤道から偏移して赤道と平行に延びている構成に更に適用され得る。
【０１１２】
　第１実施形態では、トグルレバー要素として形成された押圧体103 の内側に向いた先端
が内側シェル111 のＶ溝113 と係合する。第１実施形態では、押圧体103 及び内側シェル
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111 は別々に形成されている。或いは、トグルレバー要素として形成された押圧体103 の
先端は内側シェル111 のＶ溝113 の底部にヒンジのように成形されることができ、これは
、押圧体103 及び内側シェル111 が一体であることを意味する。そのため、押圧体103 は
、ヒンジリップのようにＶ溝113 の底部に作用する。
【０１１３】
　第１実施形態及び第２実施形態では、押圧体103 はＶ溝113 に挿入されて、トグルレバ
ー要素320 又はトグルレバー要素部分330 と共に環として形成されている。代替例では、
押圧体は連続的な環ではないが、内側シェル111 及び／又は外側シェル121 に固定された
（周部に均一に分散している）（例えば４つ、５つ以上又は３つ以下の）個々の分離した
環部分から構成されている。分離した環部分は、例えば内側シェル111 及び／又は外側シ
ェル121 に成形されることができ、従って内側シェル111 及び／又は外側シェル121 と一
体であり得る。
【０１１４】
　別の代替例では、押圧体は個々の分離した環部分から形成されず、内側シェル111 及び
／又は外側シェル121 に固定されて内側シェル111 及び外側シェル121 間に延びている（
周部に均一に分散している）（例えば４つ、５つ以上又は３つ以下の）個々の分離した支
柱から形成されている。
【０１１５】
　本実施形態には図示されていない、内側シェル111 及び外側シェル121 への押圧体103 
の固定部は溝及び凹部に制限されない。トグルレバーの機能が確保される、内側シェル11
1 及び外側シェル121 への押圧体103 のあらゆる固定部が適用され得る。
【０１１６】
　別の代替例では、外側カバー体102 は省略され得る。しかしながら押圧体を支持するた
めに、押圧体が内側シェル111 を球先端部131 に押し付けるように作動可能なレバー機構
が、球先端部131 から離れる方向を向いた内側シェル111 の外面に取り付けられている。
このようなレバー機構は、硬性の支持足部が内側シェル111 から径方向に延びている一種
のトグルレバー機構として設けられ得る。支持足部に対して横方向に延びている側方支柱
が、内側シェル111 から遠く離れた支持足部の側に堅く取り付けられている。支持足部及
び側方支柱は掛け具を形成している。押圧体が移動可能に固定されている関節点が、支持
足部から遠く離れた側方支柱の側に設けられている。押圧体は支持足部及び側方支柱に対
して回動可能である。押圧体は支持足部より長く、内側シェル111 の領域を球先端部131 
に押し付けることができる。
【０１１７】
　特に簡単な代替例では、外側カバー体102 は省略されることができ、押圧体は、球先端
部131 の外径、内側シェル111 の肉厚の２倍及び可能な任意の隙間の合計に相当する内径
の簡単なパイプによって形成され得る。パイプは制御回動部材1 と平行に延びて、制御回
動部材の回動位置を固定するために内側シェル111 上で摺動し、内側シェルは球先端部13
1 に押し付けられる。
【０１１８】
　本実施形態では、引っ張りワイヤ2 は内側シェル111 に固定されている。代替例では、
引っ張りワイヤ2 は外側シェル121 に固定され得る。この場合、図８に示されている溝11
2 の原理に従う溝が外側シェル121 の外面に設けられ得る。
【０１１９】
　本実施形態では、内側シェル111 及び外側シェル121 は連続的な肉厚を有する。或いは
、内側シェル111 及び／又は外側シェル121 の肉厚は、経線方向及び／又は経線方向と垂
直な方向により厚く又はより薄くなり得る。
【０１２０】
　外側カバー体102 のスリーブ部分123 の内側チャンネルの内周面は、内側カバー体101 
の回動レバー部分115 の外周面に対して摺動可能である。別の実施形態では、内側カバー
体101 の回動レバー部分115 は、（図９及び１０の表示に対して）近位側に延びることが



(17) JP 2018-518276 A 2018.7.12

10

20

30

40

50

でき、内側シェル111 から離れる方向を向いた回動レバー部分115 の端部側で、回動レバ
ー部分115 の外周面に径方向に延びている止め具を有することができ、止め具は、止め具
がスリーブ部分123 の近位側端部の側面と接するときに外側カバー体102 の垂直方向の移
動の終点を形成している。
【０１２１】
　内側カバー体101 に対する外側カバー体102 の移動は、スリーブ部分123 の拡径部分又
はフランジに手動で作用することにより行われ得る。或いは、ねじ棒及びナットの原理が
適用されることができ、回動レバー部分115 の近位側の延長部分が外側のねじ山を有する
ことができ、外側のねじ山に、スリーブ部分123 と動作可能に結合されたナットが螺合さ
れてスリーブ部分123 を移動させることができる。
【０１２２】
　本実施形態では、環状部材310 は、外側シェル121 の内面の環状溝122 に回動可能に設
けられており、環状部材310 から離れる方向を向いたトグルレバー要素320 の先端が内側
シェル111 の外面のＶ溝113 に設けられている。この原理は反転されてもよい。これは、
代わりに環状部材310 が、外側シェル121 の方を向いた内側シェル111 の外面に設けられ
て環状部材310 の環形状に適合された溝に回動可能に設けられることができ、環状部材31
0 から離れる方向を向いたトグルレバー要素320 の先端が内側シェル111 の方に向いた外
側シェル121 の内面のＶ溝に設けられ得ることを意味する。
【０１２３】
　本実施形態では、偏向移動伝達手段は内視鏡の内視鏡偏向制御手段に使用されている。
偏向移動伝達手段は、他の技術分野で更に使用され得る。水を導くチャンネル、掘削する
トンネルなどにおける使用が更に可能である。本発明は、回動移動が偏向要素の偏向移動
に変換されるあらゆる状況で使用され得る。
【符号の説明】
【０１２４】
　1 制御回動部材，ジョイスティック
　2, 2a, 2b 引っ張りワイヤ
　3 基部部材，棒要素
　4 棒要素ホルダ
　5 カテーテル管
　6 湾曲自在本体，偏向部分
　7 引っ張りワイヤ案内環
　11 中空球部分
　11A 中空球部分11の足面
　12 制御回動部材1 の先端部
　13 棒部分
　14 嵌合凹部／引っ掛け凹部
　15 引っ張りワイヤ嵌合開口部
　16 制御回動部材の内側チャンネル
　21 バレルニップル
　31 先端部分，対向球部分
　31A 先端部分31の前面
　32 長手円筒体
　33 棒要素3 の雄ねじ
　34 正方形端部，棒要素3 の遠位側端部
　35 棒要素の内側チャンネル
　41 棒要素ホルダ4 の雌ねじ
　42 円筒体要素
　43 カテーテル連結要素
　51 カテーテル管連結部分
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　52 環
　61 偏向連結部分
　62 偏向キャップ
　71 引っ張りワイヤ案内孔
　72 取付ねじのためのねじ穴
　101 内側カバー体
　102 外側カバー体
　103 押圧体
　111 内側シェル
　112 溝
　113 Ｖ溝
　114 引っ張りワイヤ本体のための固定部
　115 回動レバー部分
　116 内側チャンネル
　121 外側シェル
　122 環状溝
　123 スリーブ部分
　124 拡径部分，フランジ
　131 球先端部 
　132 棒部分
　133 内側チャンネル
　310, 310A 環状部材
　320 トグルレバー要素
　330 トグルレバー要素部分

【図１】 【図２】
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